
Ｄ 令和4年度　第 2次試験問題

4． 中小企業の診断及び助言に関する
実務の事例Ⅳ

16：00～17：20

受験番号：

（途中退室する場合は、下の欄に受験番号を必ず記入してください。）

注　意　事　項
1．開始の合図があるまで、問題用紙・解答用紙に手を触れてはいけません。
2．開始の合図があったら、最初に、解答用紙を開いて受験番号を間違いのないよう
に必ず記入してください。
受験番号の最初の 3桁の数字（ 2 2 0 ）は、あらかじめ記入してあるので、 4桁目

から記入すること。
3．解答は、黒の鉛筆またはシャープペンシルで、問題ごとに指定された解答欄に
はっきりと記入してください。
4．解答用紙には、受験番号以外の氏名や符号などを記入したり、所定の解答欄以外
に記入をしてはいけません。
5．解答用紙は、必ず提出してください。持ち帰ることはできません。
6．試験開始後 30 分間および試験終了前 5分間は退室できません。（下記参照）
7．試験終了の合図と同時に必ず筆記用具を置いてください。試験終了後に記入や修
正をしてはいけません。記入や修正をした場合は、不正行為として対処します。
解答用紙は広げたまま、受験番号を記入した面を上にして机上に置いてください。

8．解答用紙の回収が終わり監督員の指示があるまで席を立たないでください。
9．試験時間中に体調不良などのやむを得ない事情で席を離れる場合には、監督員に
申し出てその指示に従ってください。

10．その他、受験に当たっての注意事項は、受験票裏面などを参照してください。

＊試験開始前に、次の事項を必ずご確認ください。
携帯電話やスマートフォン、ウエアラブル端末などの通信機器・電子機器は、机上

に置くことも、身に着ける（ポケット等に入れる）ことも、使用することもできませ
ん。このことが試験時間中に守られていない場合は、不正行為として対処します。試
験開始前に必ず電源を切った上でバッグなどにしまってください。
スマートウオッチやワイヤレスイヤホンなどの取り扱いも同様です。

＜途中退室者の方へ＞
試験開始 30 分後から終了 5分前までの間に退室する場合は、解答用紙と受験票を

監督員席まで持参して、解答用紙を提出してから退室してください。問題用紙も、表
紙の下部に受験番号を記入した上であわせて提出してください。
問題用紙は、当該科目の試験終了後に該当する受験番号の席に置いておきますの

で、必要な方は当該科目の試験終了後 20 分以内に取りに来てください。それ以降は
回収します。回収後はお渡しできません。なお、問題用紙の紛失については責を負い
ませんのでご承知おきください。

Ｄ
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D 社は、1990 年代半ばに中古タイヤ・アルミホイールの販売によって創業した会社

であり、現在は廃車・事故車の引取り・買取りのほか中古自動車パーツの販売や再生

資源の回収など総合自動車リサイクル業者として幅広く事業活動を行っている。D社

の資本金は 1,500 万円で直近の売上高は約 10 億 3,000 万円である。

創業当初D社は本社を置く地方都市を中心に事業を行っていたが、近年の環境問題

や循環型社会に対する関心の高まりに伴って順調にビジネスを拡大し、今では海外販

売網の展開やさらなる事業多角化を目指している。

D社の事業はこれまで廃車・事故車から回収される中古パーツのリユース・リサイ

クルによる販売が中心であった。しかし、ここ数年海外における日本車の中古車市場

が拡大し、それらに対する中古パーツの需要も急増していることから、現在D社で

は積層造形 3Dプリンターを使用した自動車パーツの製造・販売に着手しようとして

いる。また上記事業と並行してD社は、これまで行ってきた廃車・事故車からの

パーツ回収のほかに、より良質な中古車の買取りと再整備を通じた中古車販売事業も

新たな事業として検討している。

中古車販売事業については、日本車の需要が高い海外中古車市場だけでなく、わが

国でも中古車に対する抵抗感の低下によって国内市場も拡大してきており、中古車販

売に事業のウエイトを置く同業他社も近年大きく業績を伸ばしているといった状況で

ある。D社は中古車市場が今後も堅調に成長するものと予測しており、中古車販売事

業に進出することによって新たな収益源を確保するだけでなく、現在の中古パーツ販

売事業にもプラスの相乗効果をもたらすと考えている。従って、D社では中古車販売

事業に関して、当面は海外市場をメインターゲットにしつつも、将来的には国内市場

への進出も見据えた当該事業の展開を目指している。

しかしD社は、中古車販売事業が当面、海外市場を中心とすることや当該事業の

ノウハウが不足していることなどからリスクマネジメントが重要であると判断してお

り、この点について外部コンサルタントを加えて検討を重ねている。

D社と同業他社の要約財務諸表は以下のとおりである。なお、従業員数はD社 53

名、同業他社 23 名である。
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貸借対照表
（令和 4年 3月 31 日現在）

（単位：万円）
D社 同業他社 D社 同業他社

〈資産の部〉 〈負債の部〉
流動資産 33,441 29,701 流動負債 9,067 13,209
　現金預金 25,657 18,212 固定負債 21,506 11,285
　売掛金 4,365 5,297
　たな卸資産 3,097 5,215 負債合計 30,573 24,494
　その他流動資産 322 977 〈純資産の部〉
固定資産 27,600 20,999 資本金 1,500 4,500
　有形固定資産 16,896 8,395 利益剰余金 28,968 21,706
　無形固定資産 208 959
　投資その他の資産 10,496 11,645 純資産合計 30,468 26,206

資産合計 61,041 50,700 負債・純資産合計 61,041 50,700

損益計算書
自 令和 3年 4月  1 日
至 令和 4年 3月 31 日

（単位：万円）
D社 同業他社

売上高 103,465 115,138
売上原価 41,813 78,543
　売上総利益 61,652 36,595
販売費及び一般管理費
　人件費 22,307 10,799
　広告宣伝費 5,305 3,685
　減価償却費 2,367 425
　地代家賃 3,114 4,428
　租税公課 679 559
　外注費 3,095 1,124
　その他 9,783 4,248
販売費及び一般管理費合計 46,650 25,268
　営業利益 15,002 11,327
営業外収益 1,810 247
営業外費用 302 170
　経常利益 16,510 11,404
特別損失 － 54
　税引前当期純利益 16,510 11,350
法人税等 4,953 3,405
　当期純利益 11,557 7,945



3

第 1 問（配点 25 点）

（設問 1）

D社と同業他社の財務諸表を用いて経営分析を行い、同業他社と比較してD社

が優れていると考えられる財務指標を 2つ、D社の課題を示すと考えられる財務

指標を 1つ取り上げ、それぞれについて、名称を⒜欄に、その値を⒝欄に記入せ

よ。なお、優れていると考えられる指標を①、②の欄に、課題を示すと考えられる

指標を③の欄に記入し、⒝欄の値については、小数点第 3位を四捨五入し、単位を

カッコ内に明記すること。また、解答においては生産性に関する指標を少なくとも1

つ入れ、当該指標の計算においては「販売費及び一般管理費」の「その他」は含めない。

（設問 2）

D社が同業他社と比べて明らかに劣っている点を指摘し、その要因について財

務指標から読み取れる問題を 80 字以内で述べよ。

第 2問（配点 20 点）

D社は、海外における中古自動車パーツの需要が旺盛であることから、大型の金

属積層造形 3Dプリンターを導入した自動車パーツの製造・販売を計画している。こ

の事業においてD社は、海外で特に需要の高い駆動系の製品Aと製品Bに特化して

製造・販売を行う予定であるが、それぞれの製品には次のような特徴がある。製品

Aは駆動系部品としては比較的大型で投入材料が多いものの、構造が単純で人手に

よる研磨・仕上げにさほど手間がかからない。一方、製品Bは小型駆動系部品であ

り投入材料は少ないが、構造が複雑であるため人手による研磨・仕上げに時間がかか

る。また、製品A、製品Bともに原材料はアルミニウムである。

製品Aおよび製品Bに関するデータが次のように予測されているとき、以下の設

問に答えよ。
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〈製品データ〉
製品A 製品 B

販売価格 7,800 円／個 10,000 円／個
直接材料（400 円／kg） 4 kg／個 2 kg／個
直接作業時間（1,200 円／h） 2 h／個 4 h／個
共通固定費（年間） 4,000,000 円

（設問 1）

D社では、労働時間が週 40 時間を超えないことや週休二日制などをモットーと

しており、当該業務において年間最大直接作業時間は 3,600 時間とする予定である。

このとき上記のデータにもとづいて利益を最大にするセールスミックスを計算し、

その利益額を求め⒜欄に答えよ（単位：円）。また、⒝欄には計算過程を示すこと。

（設問 2）

最近の国際情勢の不安定化によって原材料であるアルミニウム価格が高騰してい

るため、D社では当面、アルミニウムに関して消費量の上限を年間 6,000 kg とす

ることにした。設問 1の条件とこの条件のもとで、利益を最大にするセールスミッ

クスを計算し、その利益額を求め⒜欄に答えよ（単位：円）。また、⒝欄には計算過

程を示すこと。

第 3問（配点 35 点）

D社は新規事業として、中古車の現金買取りを行い、それらに点検整備を施した

うえで海外向けに販売する中古車販売事業について検討している。この事業では、取

引先である現地販売店が中古車販売業務を行うため、当該事業のための追加的な販売

スタッフなどは必要としない。

D社が現地で需要の高い車種についてわが国での中古車買取価格の相場を調査し

たところ、諸経費を含めたそれらの取得原価は 1台あたり平均 50 万円であった。そ

れらの中古車は、現地販売店に聞き取り調査をしたところ、輸送コスト等を含めて

D社の追加的なコスト負担なしに 1台あたり 60 万円（4,800 ドル、想定レート： 1ド

ル=125 円）で現地販売店が買い取ると予測される。また、同業他社等の状況から中
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古車販売事業においては期首に中古車販売台数 1か月分の在庫投資が必要であること

もわかった。

D社はこの事業において、初年度については月間 30 台の販売を計画している。

以下の設問に答えよ。

（設問 1）

D社は買い取った中古車の点検整備について、既存の廃車・事故車解体用工場

に余裕があるため月間 30 台までは臨時整備工を雇い、自社で行うことができると

考えている。こうした中、D社の近隣で営業している自動車整備会社から、D社

による中古車買取価格の 2％の料金で点検整備業務を請け負う旨の提案があった。

点検整備を自社で行う場合の費用データは以下のとおりである。

〈点検整備のための費用データ（ 1台あたり）〉
直接労務費 6,000 円
間接費 7,500 円

＊なお、間接費のうち、30 ％は変動費、70 ％は固定費の配賦額である。

このときD社は、中古車の買取価格がいくらまでなら点検整備を他社に業務委託

すべきか計算し⒜欄に答えよ（単位：円）。また、⒝欄には計算過程を示すこと。な

お、本設問では在庫に関連する費用は考慮しないものとする。

（設問 2）

D社が海外向け中古車販売事業の将来性について調査していたところ、現地販売

店よりD社が販売を計画している中古車種が当地で人気があり、将来的にも十分な

需要が見込めるとの連絡があった。こうした情報を受けてD社は、初年度におい

ては月間 30 台の販売からスタートするが、 2年目以降は 5年間にわたって月間販

売台数 50 台を維持する計画を立てた。

この計画においてD社は、月間 50 台の販売台数が既存工場の余裕キャパシティ

を超えることから、中古車販売事業 2年目期首に稼働可能となる工場の拡張につい

て検討を始めた。D社がこの拡張について情報を収集したところ、余裕キャパシ

ティを超える 20 台の点検整備を行うためには、建物および付属設備について設備
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投資額 7,200 万円の投資が必要になることがわかった。また、これに加えて今後拡

張される工場での点検整備のために、新たな整備工を正規雇用することにした。こ

の結果、工場拡張によって増加する 20 台の中古車にかかる 1台あたりの点検整備

費用は、直接労務費が 10,000 円、間接費が 4,500 円（現金支出費用であり、工場拡

張によって増加する減価償却費は含まない）になる。

この工場拡張に関する投資案について、D社はまず回収期間（年）を検討すること

にした。回収期間を求めるにあたってD社は、中古車の買取りと販売は現金でな

され、平均仕入価格や販売価格は今後も一定であると仮定した。なお、設備投資額

と在庫投資の増加額は新規の工場が稼働する 2年目期首にまとめて支出されること

となっている。また、D社の全社的利益（課税所得）は今後も黒字であることが予

測されており、税率は 30 ％とする。

上記の条件と下記の設備投資に関するデータにもとづいて、この投資案の年間

キャッシュフロー（初期投資額は含まない）を計算し⒜欄に答えよ（単位：円）。ま

た、⒝欄には計算過程を示すこと。さらに、⒞欄には⒜欄で求めた年間キャッシュ

フローを前提とした回収期間を計算し、記入せよ（単位：年）。なお、解答において

は小数点第 3位を四捨五入すること。

〈設備投資に関するデータ〉
設備投資額 7,200 万円
耐用年数 15 年
減価償却法 定額法
残存価額 初期投資額の 10 ％
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（設問 3）

D社は、工場拡張に関する投資案について回収期間に加えて正味現在価値法に

よっても採否の検討を行うことにした。当該投資案の正味現在価値を計算するにあ

たり、当初 5年間は月間 50 台を販売し、その後は既存工場の収益性に鑑みて、当

該拡張分において年間 150 万円のキャッシュフローが継続的に発生するものとす

る。また、 5年間の販売期間終了後には増加した在庫分がすべて取り崩される。こ

の条件のもとで当該投資案の投資時点における正味現在価値を計算し⒜欄に答えよ

（単位：円）。また、⒝欄には計算過程を示すこと。

なお、毎期のキャッシュフロー（初期投資額は含まない）は期末に一括して発生す

るものと仮定し、割引率は 6％で以下の係数を用いて計算すること。また、解答に

おいては小数点以下を四捨五入すること。

複利現価係数（ 5年） 0.7473
年金現価係数（ 5年） 4.2124

第 4 問（配点 20 点）

D社が中古車販売事業を実行する際に考えられるリスクを財務的観点から 2点指摘

し、それらのマネジメントについて 100 字以内で助言せよ。


